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１．研究計画の概要 
本研究の目的は、若年者を対象にパネル

（追跡）調査を実施することにより、教育・
就業・結婚・意識に関する変化を、総合的に
捉えることにある。本研究では、(1)学校から
職場への移行、(2)就業行動（非典型雇用、転
職など）と労働市場、(3)離家と結婚・家族形
成、(4)意識と態度、という 4つの分析軸から
若年者の行動と意識を分析する。これらの 4
つの軸を個人のライフコースの流れの中で
総合的にとらえることによって、若年の行動
と意識の変容を明らかにし、若年雇用政策や
晩婚化・少子化に関する施策を検討するため
の学術的基盤を提供することを目指す。 
 
２．研究の進捗状況 
 平成 18 年度には、東京大学社会科学研究
所の中に立ち上げた「若年パネル研究会」を
母体として「調査企画委員会」と「調査実施
委員会」という２つの研究組織を設置し、調
査の設計、調査票作成、予備調査の実施、調
査対象者の抽出、本調査の実施を行った。本
調査は、「働き方とライフスタイルの変化に
関する全国調査 2007」として 2007年 1月か
ら 4月にかけて実施した。 
平成 19 年度には、調査データのクリーニ

ング・コーディング作業を行った。その後研
究テーマに沿って研究会を開催し、それぞれ
の課題についての分析を開始した。分析結果
は、研究会で報告した後に、順次ディスカッ
ション・ペーパーとして成果を刊行した。 
平成 20 年度には、第 1 回調査の対象者を

追跡する調査を「調査企画委員会」が中心と
なって準備し、予備調査を経た後、「働き方

とライフスタイルの変化に関する全国調査
2009」を 2009年 1月から 3月にかけて実施
した。 
 調査データの分析から明らかになった知
見、学術的な貢献に関する主要な論点を以下
簡潔に述べる。 
「学校から職場への移行」研究班では、学
校時代の経験と卒業後の就業、学校が職場へ
の移行に果たす役割などについて分析した。
学校を通した職業斡旋は、日本に特有のシス
テムとして過去の研究でも注目を浴びてき
たが、本調査の分析からも学校経由の就職の
実態が明らかになった。高卒者では、6 割弱
が学校経由（教員・進路指導部）で初職につ
いている。学校経由の就職の効果をみると、
卒業後すぐに間断なく就職する比率、初職が
希望どおりの仕事であった比率、初職が大規
模企業であった比率は、経由者の方が高い。
この学校経由の効果は時代的な変化はなく、
バブル崩壊後もそれ以前とほぼ同様の効果
があることが確認された。この知見は、新卒
者の就職マッチング において学校という制
度が果たす役割が弱体化しているという過
去の研究に疑問を投げかけるもので、新卒労
働市場における制度の役割の再評価につな
がる。 
「就業行動と労働市場」研究班では、若年
層の初期職業キャリアの形成に着目し、初職
×現職の世代内移動表を分析した。カテゴリ
ーは従業上の地位（自営／正規／非正規）と
職種（専門／ホワイト／ブルー）の組み合わ
せによる 9分類とした。分析結果から、下記
の 3点が明らかになった。第 1に、正規と非
正規の移動しにくさよりも、職種間での移動
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のしにくさのほうが顕著である。第 2に、専
門を除き被雇用のカテゴリーの間での移動
障壁は低く、それらの中で流動的になってい
る。第 3に、ホワイトカラーとブルーカラー
の被雇用者から自営への移動障壁が見られ、
家業継承あるいは新規開業できる者が限定
されている可能性がある。 
従来の研究では、従業上の地位の移動と職

種の移動は別個に分析されることが多かっ
たが、本研究ではひとつの枠組みで分析する
ことにより、正規と非正規の移動障壁より職
種間での移動障壁の方が大きいという新た
な知見が見出された。 
「離家、結婚、家族形成」研究班では、調

査対象者の 6割ほどが未婚者であることを考
慮し、未婚者の交際、結婚にいたる活動に注
目してきた。第 1波調査時に交際相手がいな
かった若年未婚者男女を対象に、1 年後に交
際相手がいたか否かの規定要因を探る分析
をおこなった。結婚意欲が高いものほど顕著
に相手をみつける活動を行う傾向があるが、
交際成立に対しての効果は実はそれほど強
くはない。それよりも、周囲に話せる異性が
いる環境の方がどちらかといえば交際成立
をうながす効果が大きい。収入が高いほど 1
年後の交際成立確率が高く、交際相手を見つ
ける活動の影響については、女性の方が交際
成立への効果が大きめであるというジェン
ダー差がみられた。 
従来の研究では、結婚に先立つ交際・同棲

の要因を検討するものは希少であり、本研究
は未婚者の幅広い交際活動を理解する上で
貴重な知見を提供している。 
 
３．現在までの達成度 
当初の目的に向けて順調に研究が進展し

ており、予定どおりの成果が見込まれる。 
(理由) 当初の計画通り、全国調査を企

画・実施し、データクリーニング・コーディ
ング作業を行い、分析結果をディスカッショ
ンペーパー、論文として刊行してきた。プレ
スリリース、学会、パネル報告会で知見を一
般に公表し、第１回調査を SSJ（Social 
Science Japan）データアーカイブに寄託し、
学術的な研究のために公開した。 
 
４．今後の研究の推進方策 
平成 21年度は、2009年 1月から 3月に実

施した追跡調査のデータ・クリーニング、コ
ーディングの作業を実施する。2009 年調査
では職業履歴をテーマとして取り上げ、カレ
ンダー型の履歴記入方式の調査票を考案し
た。初職から現職にいたる職業履歴の記入が
あるので、職歴の体系的なコード化の方法を
検討し職歴分析に備える。 
学会でパネル調査メンバーが合同でセッ

ションを組み報告する予定であり、一般向け

のプレスリリースや研究報告会を開催する
計画である。平成 22 年度は最終年度に当た
り、最後の追跡調査の実施を予定している。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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